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議案第９号 

鈴鹿市基本構想の変更について 

鈴鹿市基本構想を次のとおり変更する。 

令和２年２月１９日提出 

鈴鹿市長 末 松 則 子 

鈴鹿市総合計画２０２３基本構想の変更 

提案理由 

鈴鹿市まちづくり基本条例第１７条の規定により，総合的かつ計画的な行政運営

を図るための鈴鹿市基本構想を変更するについて，鈴鹿市議会の議決すべき事項を

定める条例の規定により，この議案を提出する。 
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４ 自治体経営の柱 

（１）市民力，行政力の向上のために

 基本となるまちづくりの推進

人口減少社会においても，本市が，持続的に成長し続ける都市である

ためには，市民力と行政力の向上を図るとともに，それらを基礎とした

市 民 と 行 政 と の 協 働 に よ る 相 乗 効 果 と し て 生 ま れ る 市 全 体 の 自 治 力 を

高めることが必要です。  

このため，まず，まちづくりの大前提となる，平和な社会や市民一人

ひとりの人権が尊重される明るく住みよい社会，国籍などの違いを超え

て互いに理解し合える多文化共生の社会，性別に関わらず誰もが活躍で

きる男女共同参画社会の実現に向けたまちづくりを進めます。  

 市民力の向上

住民自治の実現に向けては，市民力の向上を図り，市民主体のまちづ

くりを進めることが求められます。  

また，鈴鹿市まちづくり基本条例がめざすまちづくりを実現するため

には，総合計画の推進に当たっても，市民参加及び協働によるまちづく

りの仕組みが必要となります。  

このため，8 年間の総合計画の計画期間内において，前期４年の基本

計画の期間では，既に行われている市民によるまちづくりの取組を更に

進め，支援するとともに，市民と行政が連携しながら，地域づくり組織

で あ る 地 域 づ く り 協 議 会 の 設 立 及 び ま ち づ く り を 担 う 人 材 育 成 の た め

の取組を進めます。 

 

変 更 後  

【 基 本 構 想 ９ ， １ ０ ペ ー ジ 】  

（ 破 線 で 囲 ん で い る 箇 所 は 変 更 箇 所 ）  
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変 更 前  

【 基 本 構 想 ９ ， １ ０ ペ ー ジ 】  
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後期４年の基本計画 の期間では，市民と 行政との更なる協働 のもと，

地域づくり協議会の主体的で計画的な活動を進め，地域づくり協議会が

策定する地域計画と市が策定する行政経営計画により，基本構想の実現

をめざします。 

 行政力の向上

市民力の向上とともに，職員の政策形成能力や協働を推進するための

コーディネート能力，また，行政のマネジメント能力を高め，市民ニー

ズに合った質の高い行政サービスが適切に提供できるよう，行政力の向

上に取り組み，効率的，効果的で，成果指向型の行政経営が求められま

す。 

このため，簡素で効率的な行政経営を計画的に行うために，総合計画

と個別分野における計画との関係性を整理し，総合計画を中心とした計

画体系を確立します。 

また，総合計画の実効性を担保する予算や行政評価，行財政改革など

の個別のマネジメントシステムを統合し，総合的な行政マネジメントシ

ステムを引き続き推進するとともに，市民と行政が，地域計 画と行政経

営計画の取組内容を相互に共有し，協働を更に推進することで，基本構

想の実現をめざします。 

変 更 後  

【 基 本 構 想 ９ ， １ ０ ペ ー ジ 】  
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りのための計画を，地域別経営計画として総合計画に位置付けます。  

 行政力の向上

市民力の向上とともに，職員の政策形成能力や協働を推進するための

コーディネート能力，また，行政のマネジメント能力を高め，市民ニー

ズに合った質の高い行政サービスが適切に提供できるよう，行政力の向

上に取り組み，効率的，効果的で，成果指向型の行政経営が求められま

す。 

このため，簡素で効率的な行政経営を計画的に行うために，総 合計画

と個別分野における計画との関係性を整理し，総合計画を中心とした計

画体系を確立します。 

また，総合計画の実効性を担保する予算や行政評価，行財政改革など

の個別のマネジメントシステムを統合し，総合的な行政マネジメントシ

ステムを構築します。

変 更 前  

【 基 本 構 想 ９ ， １ ０ ペ ー ジ 】  
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５ めざすべき都市の状態 

総合計画では，基本構想において，具体的な取組目標を定め，進行管

理を行います。 

将 来 都 市 像 や 将 来 都 市 像 を 支 え る ま ち づ く り の 柱 な ど の 実 現 に 向け

て，基本構想の期間内に達成をめざす目標 を定めたものが，「めざすべ

き都市の状態（＝都市ビジョン）」です。  

「めざすべき都市の状態」は，まちづくりの基本的な方向性を示す「将

来都市像を支えるまちづくりの柱」と「自治体経営の柱」の趣旨や市民

の生活実感を踏まえて設定したもので，基本構想の達成度を測り，進行

管理をしていくための具体的な取組目標となるものです。  

【 基 本 構 想 １ １ ペ ー ジ 】  

変 更 後  

将来都市像を支えるまちづくりの柱

１ 市民と行政が連携し，不測の事態に備えて対応していること

２ 災害に対する不安がなく，安心して暮らしていること

３ 交通安全に対する意識が高く，交通事故がないこと

４ 地域で見守り合い，事件や犯罪がなく治安が良いこと

５ みんなが支え合い，安心して子育てしていること

６
家庭，地域，学校が連携して，全ての子どもが楽しく学べる教育環
境になっていること

７ 人と文化を育み，心豊かに過ごしていること

８ スポーツを観て，参加して，楽しんでいること

９ 地域で高齢者がいきいきと元気に暮らしていること

１０ 地域で障がい者が夢や生きがいを持って暮らしていること

１１ 誰もが安心して医療を受けていること

１２ 市民が心身ともに健康で自立して暮らしていること

１３ 資源を有効に活用していること

１４ 地域の豊かな自然環境を維持し，保全していること

１５ 身近な生活環境の維持，向上を図っていること

１６ 地域内外への移動がしやすい交通環境になっていること

１７ 都市基盤がバランス良く整い，快適に暮らしていること

１８ ものづくり産業が元気で，活気にあふれていること

１９ 自然の恵みを活用した産業の地産地消が進み，活力にあふれていること

２０ 生活に関わる商いが元気で，まちがにぎわっていること

２１ 地域の中で雇用の場が確保され，いきいきと働いていること

２２ 地元のモノ・コトが情報発信され，人が訪れ，交流が進んでいること

自治体経営の柱

２３ 誰もが互いの違いを認め合い，個性と能力を発揮していること

２４ 市民が主役のまちづくりが行われていること

２５
行政が，経営資源を効率的，効果的に配分し，成果重視の行政経営
を行っていること

将来都市像 めざすべき都市の状態

み
ん
な
で
創
り

育
み

成
長
し

み
ん
な
に
愛
さ
れ
選
ば
れ
る
ま
ち

す
ず
か

大切な命と
　暮らしを守るまち　すずか

子どもの未来を創り
　豊かな文化を育むまち　すずか

みんなが輝き
　健康で笑顔が
　　あふれるまち　すずか

自然と共生し
　快適な生活環境を
　　つくるまち　すずか

活力ある産業が育ち
　にぎわいと交流が
　　生まれるまち　すずか

めざすべき都市の状態

市民力，行政力の向上のために
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 めざすべき都市の状態に対する成果指標（個別指標）

項目（測り方） 単位 現状値
（2015年度）

目標値
（2023年度）

１
市民と行政が連携し，不測の事態に備えて対応して
いること

不測の事態に備えて，日常的に災害などに関する情
報を得る手段を確保している市民の割合

％ 64.2 95.0

災害に対する備えを自発的に行っている市民の割合 ％ 49.0 75.0

災害への注意や関心を持ち，防災訓練や防災啓発事
業に自発的に参加している市民の数

人
19,098

（2014年度）
23,000

交通事故防止に意識的に取り組んでいる市民の割合 ％ 73.9 90.0

市内における人口１千人当たりの年間人身事故発生
件数

件/１千人 4.08
（2014年）

2.85

地域で実施する各種の見守り活動に参加している市
民の割合

％ 12.3 20.0

市内における人口１千人当たりの街頭犯罪などの認
知件数

件/１千人 2.3
（2014年）

1.5

５ みんなが支え合い，安心して子育てしていること
子育てについて相談ができる場所や機会を知ってい
る市民の割合

％ 43.9 75.0

「学校に行くのは楽しい」と回答した児童生徒の割
合

％ 86.5
（2014年度）

90.0

学校教育活動や地域の子育て活動に参加している市
民の割合

％ 14.4 20.0

７ 人と文化を育み，心豊かに過ごしていること
地域の芸能や祭りを含む芸術・文化活動，生涯学習
活動に参加している市民の割合

％ 32.6 40.0

８ スポーツを観て，参加して，楽しんでいること
スポーツ（運動含む）をしたり，観戦やボランティ
アの形でスポーツに関わっている市民の割合

％ 29.9 35.0

９ 地域で高齢者がいきいきと元気に暮らしていること
65歳以上の高齢者のうち，地域の活動に参加して
いる市民の割合

％ 53.3 66.0

障がい者支援のための活動など，障がい者と交流す
る機会を持ったことがある市民の割合

％ 7.2 15.0

障害者雇用率制度対象事業主のうち，障がい者を１
人以上雇用している企業の割合

％ 73.6
（2014年度）

85.0

主治医やかかりつけの医療機関を持っている市民の
割合

％ 76.7 80.0

人口１０万人当たりの医療施設件数 件/１0万人 121.3
（2012.10.1現在）

125.3

健康維持増進のために意識的に体を動かしたり，規
則正しい食生活を行っている市民の割合

％ 65.0 70.0

健康寿命（男性） 78.54
（2014年度）

79.60

健康寿命（女性） 80.40
（2014年度）

81.50

ごみの減量化など資源の有効活用に意識的に取り組
んでいる市民の割合

％ 63.6 75.0

市民１人１日当たりのごみ排出量 ｇ/１人・１日
958

（2014年度）
918

１４ 地域の豊かな自然環境を維持し，保全していること
地域で行う海岸清掃活動などの美化活動や自然環境
保全活動に参加したことがある市民の割合

％ 15.8 25.0

１５ 身近な生活環境の維持，向上を図っていること
人口１０万人当たりの公害苦情件数（典型7公害以
外を含む）

件/１０万人 76.1
（2012年度）

62.0

１６
地域内外への移動がしやすい交通環境になっている
こと

主に利用する日常の移動手段を使って目的地へ思い
通りに移動できている市民の割合

％ 89.1 92.0

１７
都市基盤がバランス良く整い，快適に暮らしている
こと

都市基盤が整備され，生活しやすいまちになってい
ると感じる市民の割合

％ 66.5 75.0

１８ ものづくり産業が元気で，活気にあふれていること 製造品出荷額 億円 14,590
（2013年度）

15,650

１９
自然の恵みを活用した産業の地産地消が進み，活力
にあふれていること

鈴鹿市産の食料品を普段から意識的に購入している
市民の割合

％ 67.1 75.0

日用生活品を主に市内で購入している市民の割合 ％ 93.6 95.0

小売吸引力指数 ― 1.04
（2012.2.1現在）

1.07

２１
地域の中で雇用の場が確保され，いきいきと働いて
いること

就業地別有効求人倍率 倍 1.16
（2014年度）

1.24

２２
地元のモノ・コトが情報発信され，人が訪れ，交流
が進んでいること

観光レクリエーション入込客数 万人 464
（2014年）

550

人権が尊重され，守られていると感じている市民の
割合

％ 46.0 70.0

家庭，職場など様々な分野において男女が平等に
なっていると感じている市民の割合

％ 36.2
（2013年度）

60.0

２４ 市民が主役のまちづくりが行われていること
地域の課題解決に向けて，自ら取り組んだり，自発
的に活動に参加している市民の割合

％ 12.2 50.0

市職員が丁寧な対応を心がけ，市民の立場を考え，
業務に当たっていると感じている市民の割合

％ 49.7 80.0

「市職員の政策形成能力」があると感じる審議会な
どの委員の割合

％ 55.9 80.0

行政経営システムが効率的に運用されていると感じ
る市職員の割合

％ 34.3 80.0

めざすべき都市の状態
成果指標

２
災害に対する不安がなく，安心して暮らしているこ
と

１２ 市民が心身ともに健康で自立して暮らしていること

歳

３ 交通安全に対する意識が高く，交通事故がないこと

４
地域で見守り合い，事件や犯罪がなく治安が良いこ
と

６
家庭，地域，学校が連携して，全ての子どもが楽し
く学べる教育環境になっていること

１０
地域で障がい者が夢や生きがいを持って暮らしてい
ること

１１ 誰もが安心して医療を受けていること

２５
行政が，経営資源を効率的，効果的に配分し，成果
重視の行政経営を行っていること

１３ 資源を有効に活用していること

２０
生活に関わる商いが元気で，まちがにぎわっている
こと

２３
誰もが互いの違いを認め合い，個性と能力を発揮し
ていること

【 基 本 構 想 １ ３ ペ ー ジ 】  

 

変 更 後  
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 めざすべき都市の状態に対する成果指標（個別指標） 

【 基 本 構 想 １ ３ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               

 

項目（測り方） 単位 現状値
（2015年度）

目標値
（2023年度）

１
市民と行政が連携し，不測の事態に備えて対応して
いること

不測の事態に備えて，日常的に災害などに関する情
報を得る手段を確保している市民の割合

％ 64.2 95.0

災害に対する備えを自発的に行っている市民の割合 ％ 49.0 75.0

災害への注意や関心を持ち，防災訓練や防災啓発事
業に自発的に参加している市民の数

人
19,098

（2014年度）
23,000

交通事故防止に意識的に取り組んでいる市民の割合 ％ 73.9 90.0

市内における人口１千人当たりの年間人身事故発生
件数

件/１千人 4.08
（2014年）

2.85

地域で実施する各種の見守り活動に参加している市
民の割合

％ 12.3 20.0

市内における人口１千人当たりの街頭犯罪などの認
知件数

件/１千人 2.3
（2014年）

1.5

５ みんなが支え合い，安心して子育てしていること
子育てについて相談ができる場所や機会を知ってい
る市民の割合

％ 43.9 75.0

「学校に行くのは楽しい」と回答した児童生徒の割
合

％
86.5

（2014年度）
90.0

学校教育活動や地域の子育て活動に参加している市
民の割合

％ 14.4 20.0

７ 人と文化を育み，心豊かに過ごしていること
地域の芸能や祭りを含む芸術・文化活動，生涯学習
活動に参加している市民の割合

％ 32.6 40.0

８ スポーツを観て，参加して，楽しんでいること
スポーツ（運動含む）をしたり，観戦やボランティ
アの形でスポーツに関わっている市民の割合

％ 29.9 35.0

９ 地域で高齢者がいきいきと元気に暮らしていること
65歳以上の高齢者のうち，地域の活動に参加して
いる市民の割合

％ 53.3 66.0

障がい者支援のための活動など，障がい者と交流す
る機会を持ったことがある市民の割合

％ 7.2 15.0

50人以上の従業員を雇用する企業のうち，障がい
者を１人以上雇用している企業の割合

％ 73.6
（2014年度）

85.0

主治医やかかりつけの医療機関を持っている市民の
割合

％ 76.7 80.0

人口１０万人当たりの医療施設件数 件/１0万人 121.3
（2012.10.1現在）

125.3

健康維持増進のために意識的に体を動かしたり，規
則正しい食生活を行っている市民の割合

％ 65.0 70.0

健康寿命（男性） 78.54
（2014年度）

79.60

健康寿命（女性） 80.40
（2014年度）

81.50

ごみの減量化など資源の有効活用に意識的に取り組
んでいる市民の割合

％ 63.6 75.0

市民１人１日当たりのごみ排出量 ｇ/１人・１日 958
（2014年度）

918

１４ 地域の豊かな自然環境を維持し，保全していること
地域で行う海岸清掃活動などの美化活動や自然環境
保全活動に参加したことがある市民の割合

％ 15.8 25.0

１５ 身近な生活環境の維持，向上を図っていること
人口１０万人当たりの公害苦情件数（典型7公害以
外を含む）

件/１０万人 76.1
（2012年度）

62.0

１６
地域内外への移動がしやすい交通環境になっている
こと

主に利用する日常の移動手段を使って目的地へ思い
通りに移動できている市民の割合

％ 89.1 92.0

１７
都市基盤がバランス良く整い，快適に暮らしている
こと

都市基盤が整備され，生活しやすいまちになってい
ると感じる市民の割合

％ 66.5 75.0

１８ ものづくり産業が元気で，活気にあふれていること 製造品出荷額 億円 14,590
（2013年度）

15,650

１９
自然の恵みを活用した産業の地産地消が進み，活力
にあふれていること

鈴鹿市産の食料品を普段から意識的に購入している
市民の割合

％ 67.1 75.0

日用生活品を主に市内で購入している市民の割合 ％ 93.6 95.0

小売吸引力指数 ― 1.04
（2012.2.1現在）

1.07

２１
地域の中で雇用の場が確保され，いきいきと働いて
いること

就業地別有効求人倍率 倍 1.16
（2014年度）

1.24

２２
地元のモノ・コトが情報発信され，人が訪れ，交流
が進んでいること

観光レクリエーション入込客数 万人 464
（2014年）

550

人権が尊重され，守られていると感じている市民の
割合

％ 46.0 70.0

家庭，職場など様々な分野において男女が平等に
なっていると感じている市民の割合

％ 36.2
（2013年度）

60.0

２４ 市民が主役のまちづくりが行われていること
地域の課題解決に向けて，自ら取り組んだり，自発
的に活動に参加している市民の割合

％ 12.2 50.0

市職員が丁寧な対応を心がけ，市民の立場を考え，
業務に当たっていると感じている市民の割合

％ 49.7 80.0

「市職員の政策形成能力」があると感じる審議会な
どの委員の割合

％ 55.9 80.0

行政経営システムが効率的に運用されていると感じ
る市職員の割合

％ 34.3 80.0

めざすべき都市の状態
成果指標

２
災害に対する不安がなく，安心して暮らしているこ
と

１２ 市民が心身ともに健康で自立して暮らしていること

歳

３ 交通安全に対する意識が高く，交通事故がないこと

４
地域で見守り合い，事件や犯罪がなく治安が良いこ
と

６
家庭，地域，学校が連携して，全ての子どもが楽し
く学べる教育環境になっていること

１０
地域で障がい者が夢や生きがいを持って暮らしてい
ること

１１ 誰もが安心して医療を受けていること

２５
行政が，経営資源を効率的，効果的に配分し，成果
重視の行政運営を行っていること

１３ 資源を有効に活用していること

２０
生活に関わる商いが元気で，まちがにぎわっている
こと

２３
誰もが互いの違いを認め合い，個性と能力を発揮し
ていること
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７ 計画人口 
 

本市の人口動態は，長期的には，人口規模の縮小が進み，国立社会保

障・人口問題研究所が２０１５（平成２７）年の国勢調査結果を基に行

った将来人口推計では，２０２３（令和５ ）年の総人口が１９万人を下

回ると予測されています。  

本市では，既に高齢化や，晩婚化・晩産化などに伴う少子化の進展に

より，出生数が死亡数を下回る自然減に転じる局面に入っています。  

加えて，本市は企業活動に伴う人口移動の影響を受けやすいため，転

出が転入を上回る社会減も生じており，人口減少が加速することも考え

られます。 

一方で，住民基本台帳人口に基づく将来人口推計では，２０２３（令

和５）年の総人口は，２０万人を若干下回る程度になると予測され，様々

な社会経済情勢を踏まえると，現時点では，４年間で人口が著しく減少

することは起こりにくいと考えられます。  

このことから，本市が，市民生活に必要な都市機能を将来的に維持，

確保し，市民サービスを安定的に提供していくためには，現在の人口規

模を維持し，拡大をめざしていくことが重要です。  

そこで，総合計画の計画期間における人口は，まずは２０万人を維持

していくことを目標としつつも，さらに様々な人口減少の要因を解消し，

可能な限り人口拡大をめざす取組を進め，自主自立したまちづくりの実

現を図ります。 

【 基 本 構 想 １ ４ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 後               
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７ 計画人口 

 

本市の人口動態は，長期的には，緩やかな人口規模の縮小が予測され

ていますが，８年後の人口は，２０万人を僅かに超えていると予測され

ています。 

しかし，高齢化や，未婚率の上昇，晩婚化，晩産化に伴う 少子化の進

展により，出生数が死亡数を下回る自然減に転じる局面を間もなく迎え

つつあります。 

加えて，本市は企業活動に伴う人口移動の影響を受けやすく，既に，

転 出 が 転 入 を 上 回 る 社 会 減 に よ る 人 口 減 少 が 継 続 的 に 生 じ て い る こ と

から，現在の予測以上に，人口減少が加速す る可能性が高いと考えられ

ます。 

 

 

 

このことから，本市が，市民生活に必要な都市機能を将来的に維持，

確保し，市民サービスを安定的に提供していくためには，現在の人口規

模を維持し，拡大をめざしていくことが重要です。  

そこで，総合計画の計画期間における人口は，まずは将来推計人口で

予測されている２０万人を維持していくことを目標としつつも，さらに

様々な人口減少の要因を解消し，可能な限り人口拡大をめざす取組を進

め，自主自立したまちづくりの実現を図ります。  

【 基 本 構 想 １ ４ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               
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１ 現状と将来展望 

 

 既に始まっている人口減少 

本市では，２００９（平成２１）年１月をピークに，人口減少が既に

始まっています。また，将来推計人口では，２０４5（令和２７）年に，

総人口が，２０１４（平成２６）年よりも約 2．９万人減少し，１７万

人程度と予測されています。  

今後，人口構造も大きく変化し， ２０４5（令和２７）年には，６５

歳以上の老年人口が約２万人増加する一方で，１５歳から６４歳までの

生産年齢人口は約３．６万人，１５歳未満の年少人口は 約１．２万人，

それぞれ減少するなど，少子高齢化の影響が本格的に現れると予測され

ています。 

【 基 本 構 想 ２ １ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 後               
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１ 現状と将来展望 

 

 既に始まっている人口減少 

本市では，２００９（平成２１）年１月をピークに，人口減少が既に

始まっています。また，将来推計人口では，２０４０（平成５２）年に，

総人口が，現在よりも約１．３万人減少し，１９万人を下回ると予測さ

れています。 

今後，人口構造も大きく変化し，２０４０（平成５２）年 には，６５

歳以上の老年人口が約１．８万人増加する一方で，１５歳から６４歳ま

での生産年齢人口は約２．３万人，１５歳未満の年少人口は 約０．８万

人，それぞれ減少するなど，少子高齢化の影響が本格的に現れると予測

されています。 

【 基 本 構 想 ２ １ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               
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 これまで以上に計画的な財政運営が必要  

２００８（平成２０）年のリーマンショック以降，株価の回復や景況

感の改善など，明るい兆しが見られるものの，本市では，本格的な景気

の回復を実感するにはいまだ至っていません。  

市税は依然として低い水準で推移しており，かつ，今後の人口減少に伴

い，生産年齢人口の減少や，経済活動の縮小などが予測されることから，

将来的には，財源の確保が更に困難になるものと考えられます。 

このように厳しい財政状況が続くと見込まれる中で，多様化する行政

サービスの需要に対して，限られた財源を有効に活用するためには，こ

れまで以上に計画的な財政運営が求められます。  

0
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2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

市税の推移
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鉱産税，特別土地保有税

市たばこ税

軽自動車税

固定資産税

市民税法人

市民税個人

（億円）

292 290 284 280 282 288 284 285 291 293
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2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度
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地方債

諸収入

県支出金

国庫支出金

分担金負担金，使用料手数料

地方交付税

地方譲与税等

地方税

（億円）

645
625 620

606 612
644

629
603

637 629

【 基 本 構 想 ２ ２ ペ ー ジ 】  

             変 更 後               
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 これまで以上に計画的な財政運営が必要 

２００８（平成２０）年のリーマンショック以降，株価の回復や景況

感の改善など，明るい兆しが見られるものの，本市では，本格的な景気

の回復を実感するにはいまだ至っていません。  

市税は依然として低い水準で推移しており，かつ，今後の人口減少に伴

い，生産年齢人口の減少や，経済活動の縮小などが予測されることから，

将来的には，財源の確保が更に困難になるものと考えられます。 

このように厳しい財政状況が続くと見込まれる中で，多様化する行政

サービスの需要に対して，限られた財源を有効に活用するためには，こ

れまで以上に計画的な財政運営が求められます。  

【 基 本 構 想 ２ ２ ペ ー ジ 】  

             変 更 前               
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 老年人口の増加に伴う社会保障費の増大 

人口構造の変化に伴い，本市の高齢化率は， ２０３４（令和１６）年

には市全体で３０％を超え，２０４５（令和２７）年の時点においても

増加し続けると予測されています。  

老 年 人 口 は ， ２ ０ １ ４ （ 平 成 ２ ６ ） 年 ９ 月 末 の 約 ４ ． ５ 万 人 か ら ，  

２０４５（令和２７）年には約６．４万人となることが見込まれ，医療，

介護，福祉などの社会保障費が増加し続けると予測されています。  

一方，年少人口及び生産年齢人口は減少し続け，社会を支える世代の

人口が減少していくことから，社会保障費の伸びを抑制することや，負

担と給付のあり方など，社会保障制度の維持に向けた対応が課題となっ

ています。 

【 基 本 構 想 ２ ３ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 後               

 

- 16 -



 

 老年人口の増加に伴う社会保障費の増大 

人口構造の変化に伴い，本市の高齢化率は， ２０年後の２０３５ 

（平成４７）年には市全体で３０％を超え，２０４０（平成５２）年の

時点においても増加し続けると予測されています。  

老 年 人 口 は ， ２ ０ １ ４ （ 平 成 ２ ６ ） 年 ９ 月 末 の 約 ４ ． ５ 万 人 か ら ，  

２０４０（平成５２）年には約６．３万人となることが見込まれ，医療，

介護，福祉などの社会保障費が増加し続けると予測されています。  

一方，年少人口及び生産年齢人口は減少し続け，社会を支える世代の

人口が減少していくことから，社会保障費の伸びを抑制することや，負

担と給付のあり方など，社会保障制度の維持に向けた対応が課題となっ

ています。 

【 基 本 構 想 ２ ３ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               
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 少子化の状況 

老年人口が増加するのに対し，年少人口は減少し続けており，本 市で

は，２００４（平成１６）年にその数が逆転しています。  

本市の出生数は，未婚化や晩婚化，晩産化の影響から年々減少してお

り，このままの状況が改善されないと今後も減少が続くと考えられます。 

少子化が続き，子どもの数が減少することは，子育てや教育，産業や

経済など個々の分野だけではなく，長期的に見るとコミュニティの存続

に大きな影響を及ぼすことになります。  
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【 基 本 構 想 ２ ４ ペ ー ジ 】  

             変 更 後                
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 少子化の状況 

老年人口が増加するのに対し，年少人口は減少し続けており，本市で

は，２００４（平成１６）年にその数が逆転しています。  

本市の出生数は，未婚化や晩婚化，晩産化の影響から年々減少してお

り，このままの状況が改善されないと今後も減少が続くと考えられます。 

少子化が続き，子どもの数が減少することは，子育てや教育，産業や

経済など個々の分野だけではなく，長期的に見るとコミュニティの存続

に大きな影響を及ぼすことになります。  

【 基 本 構 想 ２ ４ ペ ー ジ 】  

             変 更 前               
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 一斉に更新時期を迎える公共建築物やインフラ 

学 校 や 文 化 施 設 ， 体 育 施 設 な ど ， 本 市 の 公 共 建 築 物 の 多 く は ， 昭 和  

５０年代頃の高度成長期に建設されたものであり，建築後３０年を経過

していることから，今後，短期的に更新時期が集中するこ とが予想され

ます。 

また，道路や橋りょう，上下水道，公園などのインフラについても 同

様であり，老朽化対策のための費用が必要となってきます。  

今後，市民生活に必要な行政サービスの質を低下させないためには，

厳しい財政状況の中で，公共建築物などを計画的に維持，整備していけ

るように，適切な保全，総量の抑制のほか，機能向上やサービスのあり

方の見直しなどが必要となってきます。  

＊ 上 記 図 中 の 5 箇 年 度 平 均 は 2009（ 平 成 21） 年 度 か ら 2013（ 平 成 25） 年 度 事 業 費 の 平 均 値  

 

 

 

【 基 本 構 想 ２ ５ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 後               

 

（出典：鈴鹿市公共施設マネジメント白書）  
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 一斉に更新時期を迎える公共建築物やインフラ 

学 校 や文 化 施 設 ， 体 育 施 設な ど ， 本 市 の 公 共 建築 物 の 多 く は ， 昭和  

５０年代頃の高度成長期に建設されたものであり，建築後３０年を経過

していることから，今後，短期的に更新時期が集中することが予想され

ます。 

また，道路や橋りょう，上下水道，公園などのインフラについても同

様であり，老朽化対策のための費用が必要となってきます。  

今後，市民生活に必要な行政サービスの質を低下させないためには，

厳しい財政状況の中で，公共建築物などを計画的に維持，整備していけ

るように，適切な保全，総量の抑制のほか，機能向上やサービスのあ り

方の見直しなどが必要となってきます。  

 

【 基 本 構 想 ２ ５ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               
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また，施策などには，それぞれ目標値を設定し，活動の具体的な成果

を評価，検証し，次の取組につなげる仕組みを位置付けています。  

 後期の基本計画では，地域計画との連携を推進 

後期では，行政経営計画に基づく取組とともに，地域計画による地域

づくりの取組も進められるため，市民と行政がそれぞれの取組を相互に

共有することで，協働のまちづくりを更に推進します。  

このため，地域計画における住民主体の自助，共助による取組と行政

経営計画との連携を図ることで，施策を効果的に推進し ます。 

 

 

 【実行計画】 

 計画期間は４年とし，毎年見直し 

実行計画は，基本計画で定めた様々な分野における取組の具体的な方

向性に基づき，個別の実施手段や事業費，スケジュールなどを示す事務

事業で構成します。 

計画期間は４年としますが，短期間での社会経済情勢の変化や，実施

結果に基づく成果を検証しながら，毎年見直します。  

また，各事務事業には，それぞれ目標数値を設定し，活動の進行管理

を行います。

【 基 本 構 想 ３ ３ ペ ー ジ 】  

             変 更 後               
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 また，施策などには，それぞれ目標値を設定し，活動の具体的な成果

を評価，検証し，次の取組につなげる仕組みを位置付け ています。 

 後期の基本計画には地域別経営計画も位置付け 

後期の基本計画では，行政経営計画に加えて，各地域の課題を解決し

ていく市民主体の地域づくりを推進するため，それぞれの地域のめざす

方向性を示した地域別経営計画も策定します。  

そのためには，前期の基本計画期間内において，市民と行政との協働

のまちづくりを推進しながら，さらに市民全体のまちづくりを 実現する

ための体制や仕組みづくりを進めます。  

 

 【実行計画】 

 計画期間は４年とし，毎年見直し 

実行計画は，基本計画で定めた様々な分野における取組の具体的な方

向性に基づき，個別の実施手段や事業費，スケジュールなどを示す事務

事業で構成します。 

計画期間は４年としますが，短期間での社会経済情勢の変化や，実施

結果に基づく成果を検証しながら，毎年見直します。  

また，各事務事業には，それぞれ目標数値を設定し，活動の進行管理

を行います。

【 基 本 構 想 ３ ３ ペ ー ジ 】  

             変 更 前               

 

- 23 -



 

【 基 本 構 想 ３ ５ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 後               
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【 基 本 構 想 ３ ５ ペ ー ジ 】  

 

             変 更 前               
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